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1．はじめに 

我が国には耐震性能が十分でない戸建木造住宅が 1000

万戸程度存在していると考えられるが、耐震補強工事は

速やかに進められているとは言えない。その原因として、

工事費用や工事期の不便さの問題があげられる１）。また、

古い住宅ほど耐震性能に劣る傾向があり、工事費が工事

後の使用期間や現状の価値を考慮した場合の費用対効果

に見合わないことも原因である 2)。 

既往の耐震補強工法は外壁仕上げに直接補強材を取り

付ける比較的安価な工法 3)や構造用合板と断熱材の複合パ

ネルを躯体に取り付け、耐震改修と外張断熱改修を兼用

する工法 4)などがあげられる。しかしながら、前者は耐震

性能以外の性能向上は目的としておらず、後者は工事の

際に仕上げ材を撤去し、工事後に復旧する方法であるた

め、費用と時間がかかる。  

本研究では、住宅を既存仕上げの上から鋼製薄板で覆

い、耐震補強と同時に断熱性能、耐久性能、耐候性能、

耐火性能および外観意匠の向上に期待できる工法の開発

を目指す。総合的な住環境向上により、住宅の価値を高

めると共に、住宅ストックの長期利用に貢献する。また、

外壁側のみに補強材を取り付けることで、居住者の一時

退去を不要とし、仕上げ材の撤去復旧の工程を省くこと

で、工事費用削減および工期短縮をねらう。これにより、

木造住宅の耐震化促進に貢献することを目的とする。 

2．補強工法の概要 

工法の概要図を図 1 に示す。開発工法は建物外壁全面

に仕上げ材の上から新設下地架構を取り付け、その上か

ら鋼製薄板を取り付ける工法である。新設架構は鋼製薄

板の面外変形を拘束すると共に建物への地震力を既存躯

体から鋼製薄板へと伝達し、さらに鋼製薄板から基礎に

伝達する機構を担う。新設架構は既存躯体と、写真１の

ような接合金物で既存躯体と接合する。新設架構には断

熱材を充填することで熱環境向上が期待できる。既存建

物の基礎・土台部分が経年により劣化している場合は既

存基礎に新設基礎を増し打ち、新設架構の土台とアンカ

ーボルトで接合する。劣化が見られなければ、既存躯体

と土台同士を添梁接合金物で接合する。 

3．添梁接合の概要 

図 2 に添梁接合金物の詳細を示す。接合金物は円形鋼

板(以下、金物底板)に長ナットを溶接しており、長ナッ

トには既存梁と新設梁との間隔を仕上げ厚さ分（40 ㎜以

下と想定）確保するための丸鋼を設けている。既存梁と

新設梁の接合部に発生する曲げモーメント(図 2)に対して、

金物底板と既存梁との面圧と、補強専用ビス(呼び径φ6.3

㎜×呼び長さ 85 ㎜)の引抜抵抗で負担する機構としている。 

金物の接合方法は図１のように接合金物を前述した補

強専用ビス 8 本で既存梁に留め、M16 ボルトで新設材を

丸鋼と座金で挟み込んで固定した後、補強専用ビス(φ5.4

×55)8 本で新設材に留めつける。施工性を考え、接合金

物を固定して接合箇所の位置出しをしてから、新設材を

固定できる機構とした。 
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金物は接合部の一面せん断実験を行い、せん断耐力を

確認した。その値は約 18kN/個であった。 

4．壁耐力評価試験 

本工法の耐震補強性能を評価するために、「木造の耐力

壁及びその倍率 試験業務方法書」5)(以降、方法書)に準拠

して壁倍率評価試験を行った。 

4.1. 試験方法 

図 3 に試験概要図を示す。910 ㎜×2730 ㎜の既存架構

に対して、新設架構、鋼製薄板を取り付けた試験体を一

体作製した。鋼板厚は 0.80mm とし、ドリルネジ(φ5×

35)で@227mm で新設架構に固定した。油圧ジャッキによ

り、既存架構に水平力を加えた。 

4.2. 試験結果 

実験から得た骨格曲線を図 4 に示す。試験体は耐震要

素である鋼製薄板とドリルねじの接合部のちぎれ破断に

より終局状態となることを想定していたが、実際は新設

架構の HD 金物付近の土台が破断したことで最大耐力(図

4 中の Pmax)の 8 割(0.8Pmax)以下まで荷重が低下した。そ

の後再び荷重が上昇し、0.8Pmax を超えた状態で変形角が

1/15[rad]となった。土台の破断はアスペクト比の大きい本

試験体固有の問題であることを考慮し、1/15[rad]時を終局

状態と考え壁倍率を算出した。その値は約 3.0 であった。 

すなわち、土台が破断せずに鋼製薄板と新設架構の接

合部の破断等で壁倍率が決定した場合でも 3.0 以上の性能

があると考えられる。 

5． 補強工法の実用 

本工法を用いて在来軸組構法二階建て木造住宅の耐震

補強を行った。実験の結果から開発工法の壁倍率を安全

側に 2.5 と評価し、耐震診断 6)により補強の効果を確認し

た。なお、ここでは建物全体ではなく一部の補強となっ

ている。写真 2,3 に改修前後の建物外観を示す。 

6．まとめ 

本研究では鋼製薄板を用いた、経済的で施工性が高く

総合的な住環境向上を志向した木造住宅耐震補強工法の

開発を行い、その性能評価を行った。壁耐力評価試験を

行い壁倍率は 3.0 以上である事を確認した。 

さらに、実建物の耐震補強を行い、耐震診断により耐

震補強効果を確認した。 
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